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2019年度（2020年3月31日現在）貸借対照表 

 

 
（単位：千円） 

科    目 金  額 科    目 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 及 び 預 貯 金 1,126,837 保 険 契 約 準 備 金 1,189,383 

  現 金 124   支 払 備 金 325,468 

  預 貯 金 1,126,713   責 任 準 備 金 863,914 

有 形 固 定 資 産 17,340 代 理 店 借 23,218 

  建 物 14,990 再 保 険 借 244,139 

  動 産 2,349 そ の 他 負 債 233,734 

無 形 固 定 資 産 298,758   未 払 法 人 税 等 212 

  ソ フ ト ウ ェ ア 118,149   未 払 金 150,134 

  ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 99,642   未 払 費 用 77,847 

  の れ ん 80,966   預 り 金 4,069 

再 保 険 貸 187,119   前 受 金 1,461 

そ の 他 資 産 326,206   仮 受 金 9 

  貯 蔵 品   

  未 収 金 

  未 収 法 人 税 等 

9,166 

290,705 

5 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

賞 与 引 当 金 

4,699 

8,864 

19,635 

  前 払 費 用 8,492 負 債 の 部 合 計 1,723,674 

  敷 金 

  そ の 他 

14,430 

3,407 

（ 純 資 産 の 部 ） 

資 本 金 

 

350,000 

繰 延 税 金 資 産 

供 託 金 

176,323 

120,000 

資 本 剰 余 金 

  資 本 準 備 金 

400,000 

400,000 

  利 益 剰 余 金 △221,088 

    利 益 準 備 金 40,200 

    そ の 他 利 益 剰 余 金 △261,288 

      繰 越 利 益 剰 余 金 △261,288 

  株 主 資 本 合 計 528,911 

  純 資 産 の 部 合 計 528,911 

資  産  の  部  合  計 2,252,586 負債及び純資産の部合計 2,252,586 
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2019年度              損益計算書 
 
 
 

（単位：千円） 

科      目 金   額 

経 常 収 益 

   保 険 料 等 収 入 

      保 険 料 

      再 保 険 収 入 

   責 任 準 備 金 等 戻 入 額 

      支 払 備 金 戻 入 額 

      責 任 準 備 金 戻 入 額 

   資 産 運 用 収 益 

      利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 

   そ の 他 経 常 収 益 

3,851,825 

3,664,089 

3,031,555 

632,533 

187,260 

37,078 

150,181 

49 

49 

425 

経 常 費 用 

   保 険 金 等 支 払 金 

      保 険 金 等 

      解 約 返 戻 金 等 

      再 保 険 料 

   事 業 費 

      営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 

      税 金 

      減 価 償 却 費 

      退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 

      役員退職慰労引当金繰入額 

   そ の 他 経 常 費 用 

4,233,918 

2,240,437 

1,299,837 

17,445 

923,154 

1,992,146 

1,925,390 

20,791 

41,610 

1,690 

2,663 

1,335 

経 常 損 失 △382,093 

特 別 損 失 7,181 

税 引 前 当 期 純 損 失 

法 人 税 及 び 住 民 税 

法 人 税 等 調 整 額 

法 人 税 等 合 計 

当 期 純 損 失 

△389,274 

19,534 

△86,745 

△67,210 

△322,063 

 

 

2019年 4月 1日から 
 

2020年 3月31日まで 
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個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定額法によっております。 

(2)無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によって

おります。 

また、のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。 

2.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、回収不能見込額を計上す

ることにしております。なお、貸倒懸念債権等については、該当事項はありません。 

(2)賞与引当金 

賞与引当金は、従業員に対する賞与の支払に充てるため、期末における支給見込額を基準に計上してお

ります。 

(3)役員退職慰労引当金 

役員の退職給付に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額により計上しております。 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上しております。 

3.消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

4.連結納税制度の適用 

2020年1月1日より、楽天株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、 

連結納税制度を適用しております。 

5.連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第8号）において創設されたグループ 

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に 

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」 

（実務対応報告第39号2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」 

（企業会計基準適用指針第28号2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債 

の額については、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

貸借対照表に関する注記 

1.有形固定資産の減価償却累計額は、6,718千円であります。 

2.関係会社に対する金銭債権債務 

  短期金銭債権       1,899千円 

  短期金銭債務             36,191千円 

3.支払備金の内訳 

普通支払備金 61,229千円 

既発生未報告損害 518,737千円 

計  579,966千円 

同上に係る出再支払備金 254,497千円 

差引  325,468千円 

4.責任準備金の内訳 

普通責任準備金 723,013千円 

同上に係る出再普通責任準備金 357,488千円 

差引 365,525千円 

異常危険準備金 498,389千円 

計  863,914千円 
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損益計算書に関する注記 

1.関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

   事業費          241,240千円 

   営業取引以外による取引高        

特別損失        311千円 

2.主な収益及び費用に関する内訳 

(1)正味収入保険料 

保険料 3,031,555千円 

再保険返戻金 1,181千円 

計  3,032,737千円 

再保険料 923,154千円 

解約返戻金等 17,445千円 

差引  2,092,137千円 

(2)正味支払保険金 

保険金等 1,299,837千円 

回収再保険金 185,937千円 

差引 1,113,899千円 

(3)支払備金繰入額（△は戻入額） 

普通支払備金繰入額 33,688千円 

既発生未報告損害繰入額 183,730千円 

計  217,418千円 

同上に係る出再支払備金戻入額 △254,497千円 

差引   △37,078千円 

(4)責任準備金繰入額（△は戻入額） 

普通責任準備金繰入額 144,542千円 

同上に係る出再責任準備金戻入額 △357,488千円 

差引  △212,945千円 

異常危険準備金繰入額 62,764千円 

計  △150,181千円 

(5)利息及び配当金収入の資産源泉別内訳 

預貯金利息 49千円 

計 49千円 

3. 関連当事者との取引は以下のとおりであります。 

       

属性 会社等の名称 

議決権等の所

有（被所有） 

割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

親会社 
楽天インシュアランス

ホールディングス（株） 
被所有 100% 

役員の兼務、 

経営管理 
株主割当増資 500,000 千円 - - 

親会社の 

子会社 

楽天インシュアランス

プランニング（株） 
なし 

業務委託先、 

代理店 

長崎ビジネスセ

ンター工事費 

 

代理店手数料 

 

業務委託費 

21,921千円 

 

 

89,872千円 

 

131,437 千円 

未払金 

 

 

代理店借 

 

未払費用 

21,921千円 

 

 

11,665千円 

 

14,539千円 

（注）1.価格その他の条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

2.取引金額及び期末残高には消費税等を含めております。 
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税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

繰越欠損金 12,652千円 

支払備金繰入限度超過額 1,668千円 

責任準備金繰入限度超過額 139,548千円 

賞与引当金 5,497千円 

役員退職慰労引当金 2,481千円 

資産調整勘定 9,042千円 

その他 9,822千円 

繰延税金資産小計 180,714千円 

評価性引当金 △ 4,390千円 

繰延税金資産合計 176,323千円 

 

金融商品に関する注記 

1.金融商品の状況に関する事項 

資産運用については保険業法第272条の12に基づき、財務の健全性の確保の観点から預金及び国債等の安全

資産に限定した運用を行う方針であります。 

運用管理体制については内部規定に従って取引を行い、経理部において記帳及び取引先との残高照合を行

っております。 

 2.金融商品の時価等に関する事項 

2020年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金 1,126,837 1,126,837 － 

時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額          17,630円39銭 

１株当たり当期純利益金額    △12,466円96銭 


